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１ 計画策定の意義 

江東区は、地先にごみ最終処分場をかかえ、長年にわたり東京 23 区のごみ

の終末処理に関して、区民は多大な負担を強いられてきた。東京都が清掃事

業を所管していた時代から、「自区内処理」「迷惑負担公平」の原則を掲げ、

区政の最重要課題の一つとして取り組み、自ら率先してごみの減量・資源化

に努めてきた。平成 12 年４月の清掃事業移管後は、従来から本区が実施して

きたリサイクル事業と清掃事業を一体的に実施することが可能となり、平成

14 年度にごみの集積所を回収ステーションとして使用することを基本とし

た分別回収システムを整備した。平成 21 年３月には燃やすごみ、燃やさない

ごみの分別を大きく変更するとともに、新たに発泡スチロール、プラスチッ

ク製容器包装を資源として回収を始めた。このように区民の協力のもと積極

的に資源回収などのごみ減量に取り組んだ結果、本区では、区民一人当たり

のごみ排出量が減少傾向を示していた。そうした状況の中、令和元年度に新

型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出自粛等の影響から、一時的にごみ

排出量が増加したものの、令和３年度より再び減少に転じている。 

東京 23 区のごみ最終処分場は新海面処分場が最後の区画である。その処分

場を末永く使用していくためにも、更なる取り組みが求められる状況にある。

また、限りある資源を有効に活用するためには、新たに採取する資源を少な

くし、環境への負荷をできる限り減らしていく持続可能な資源循環型地域社

会を形成していくことが重要な課題となっている。 

本区ではこの課題に取り組むために、これまでの３Ｒ（
※１

リデュース・リユ

ース・リサイクル）を一歩進め、リフューズ・リペアを
※２

加えた５Ｒ（リフュ

ーズ・リデュース・リユース・リペア･リサイクル）を基本にごみの減量を推

進し、環境負荷の少ない資源循環型地域社会の形成・実現を目指していく。 

本計画は、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（以

下｢法｣という。）第８条に基づき、一般廃棄物の中から容器包装廃棄物を分別

収集することにより、限りある資源の有効活用とごみの最終処分量の削減を

図ることを目的として、区民・事業者・区のそれぞれの役割、具体的な推進
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方策を明らかにし、これを公表することにより、すべての関係者が一体とな

って取り組むべき方針を示したものである。 

併せて、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（以下「プラ

スチック資源循環法」という。）に基づき、製品プラスチックの分別収集及び

リサイクルを容器包装廃棄物と一体的に推進する。 

※１発生抑制・再使用・再生利用のこと  ※２断る・修理のこと 

 

２ 基本的方向 

本計画を実施するに当たっての基本的方向は次のとおり。 

(1)５Ｒによるごみ減量の取り組みやごみの適正処理について、積極的に情報を

発信し、区民・事業者の理解を一層深めるとともに、取り組みの推進のため、

区民・事業者・区の連携を強化する。 

(2)リフューズ（断る）・リデュース（発生抑制）・リユース（再使用）・リペア

（修理）の推進によりごみの発生を抑制する。 

(3)環境負荷低減効果を考慮した効率的なリサイクルを推進する。 

(4)安全・安心なごみの適正処理を推進する。 

 

３ 計画期間 

本計画の計画期間は、令和８年４月を始期とする５年間とし、３年ごとに

改定する。 

 

４ 対象品目 

本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラ

ス製容器（無色、茶色、その他）、飲料用紙容器、段ボール、ペットボトル及

びプラスチック製容器包装を対象とする。また、プラスチック資源循環法に

基づき、製品プラスチックを分別収集の対象とする。 

 

 



 - 3 - 

５ 各年度における容器包装廃棄物及び製品プラスチックの排出量の見込み

(法第８条第２項第１号) 

本計画において、各年度における容器包装廃棄物及び製品プラスチックの

排出量の見込みは、表１のとおりである。 

                     （表１） 

 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 

容器包装廃棄物 29,307 t 29,451 t 29,625 t 29,770 t 29,944 t 

製品プラスチック  2,540 t  2,552 t  2,567 t  2,580 t  2,595 t 

 

６  容 器 包 装 廃 棄 物 の 排 出 の 抑 制 を 促 進 す る た め の 方 策 に 関 す る 事 項                       

(法第８条第２項第２号) 

容器包装廃棄物の排出抑制のため、以下の施策を実施する。 

なお、実施に当たっては、区民・事業者・区がそれぞれの立場から役割を

分担し、相互に協力・連携を図っていく。 

(1)５Ｒによるごみ減量の取り組みやごみの適正処理について、積極的に情報を

発信し、区民・事業者の理解を一層深めるとともに、取り組みの推進のため、

区民・事業者・区の連携を強化する。 

 ①区民・事業者への情報発信 

区は、広報誌・ホームページ等を活用して、区民・事業者へごみ排出量、

清掃事業経費等ごみ処理の状況について情報提供し、認識を深めていく。 

また、環境フェアや区民まつり等でのブース出展によるＰＲ活動や、出

前講座・清掃施設見学会等の開催など、啓発活動に積極的に取り組む。 

事業者に対しては、関連団体等と連携しながら、ごみ減量や資源の有効

利用について、理解と協力を求めていく。 

 ②こどもたちへの環境教育の推進 

こどもの頃から「ものを大切にする心」を育て、ごみの分別・リサイク

ルの重要性を理解し、環境にやさしいライフスタイルを身につけることを

目的として、小学校におけるふれあい環境学習を行う。 
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③環境学習情報館（えこっくる江東）の活用 

区は、区民の自主的な活動の場と情報提供に努める。環境学習情報館（え

こっくる江東）を区民に対する環境・リサイクルの学習、情報発信、環境

活動の拠点として活用するとともに、ごみ問題や５Ｒに取り組む意識を醸

成する。  

(2)リフューズ・リデュースの推進によりごみの発生を抑える。 

①区民による「ごみになるものを断る」・「ごみを発生させない」取り組みの

促進 

普及啓発を行うにあたり、発生抑制の重要性を強調し、区民一人ひとり

の自覚と行動を促していく。そして、行動に結び付けるための環境整備に

努め、発生抑制を進める。 

区で作成している「ごみダイエット家計簿」を活用し、ごみの発生状況、

発生抑制やリサイクル等による減量効果を体験してもらう。また、「ごみ減

量と環境配慮の買い物ガイド」を利用して、ごみの減量や環境に配慮した

買い物の実践を促す。 

毎年１０月に国が実施する「３Ｒ推進月間」の実施にあわせ、マイバッ

クの持参や環境にやさしい買い物等について、区報や区民まつりなどで、

呼びかけ・キャンペーンを行う。 

②事業者による「ごみになるものを断る」・「ごみを発生させない」取り組み

の促進 

自治体にとってプラスチック製容器包装の分別収集・選別保管に係る費

用が過大な負担となっていることから、拡大生産者責任の原則に基づき、

事業者責任の明確化を求めていく。また、区内の小売店による簡易包装を

推進し、レジ袋の削減を呼びかける。 

 ③イベント開催における発生抑制 

区民まつりなど区が主催するイベントにおいて、ごみ発生量の削減に取

り組む。ごみを出さないイベント運営について、出展者に理解を求め、参

加者についても協力を呼びかける。ごみになるものは持ち込まない、ごみ
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の持ち帰り、買い物袋の持参の３点を呼びかける。 

(3)環境負荷低減効果を考慮した効率的なリサイクルを推進する。 

①集団回収活動の支援 

  集団回収の実施団体に報奨金を支給するなど、区民のリサイクル活動を

引き続き支援していく。また、集団回収未実施の地域や新築マンションの

住民に対して、制度の説明、実施の呼びかけを行う。 

②プラスチックリサイクルの推進 

  令和５年 10 月からプラスチック製容器包装及び製品プラスチックの一

括回収を開始したが、引き続き区民への周知・啓発等により分別の徹底を

図り、プラスチックリサイクルの一層の推進に取り組む。 

③事業者によるリサイクルの取り組みの促進 

  事業者に対して、資源物について民間リサイクルルートを活用した資源

化を働きかけ、大規模事業者に対しては再利用計画書の提出を求めるほか、

直接立入指導を行う。 

(4)安心・安全なごみの適正処理を推進する。 

①家庭ごみの適正排出の推進 

区民の適正な分別・排出の協力を得るため、分別・排出方法を記載した

冊子等を配布するとともに、区ホームページやパンフレット、スマートフォ

ン向けアプリや区報・SNS を活用するなど掲載内容や周知方法の充実を図

る。特に、区民が分別する際に迷いやすいプラスチックについて、正しい

分け方出し方の普及に取り組む。また、リチウムイオン電池等の混入によ

る火災事故を防止するため、混入の危険性や正しい分別について周知・啓

発していく。 

 ②事業系ごみの適正排出の推進 

   事業用の大規模建築物の所有者に対し、ごみの減量及び適正処理の職務

に当たるものを「廃棄物管理責任者」として選任し、区に届け出ることを

求める。また、事業者の適正処理の理解を深めるために、廃棄物管理責任

者を対象とする講習会を開催する。 
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７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物

の収集に係る分別の区分(法第８条第２項第３号) 

  本計画において、分別収集をする容器包装廃棄物の種類および収集に係る

分別の区分は、表２のとおりとする。 

（表２） 

分別収集をする容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器  
缶 

主として 

ガラス製の容器 

無色のガラス製容器 

茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 

びん 

主として紙製の容器であって飲料を充てんするた

めのもの（原材料としてアルミニウムが利用され

ているものを除く。） 

紙パック 

主として段ボール製の容器 段ボール 

主としてポリエチレンテレフタレート（PET）製の

容器であって飲料、しょうゆ等を充てんするため

のもの 

ペットボトル 

主 と し て プラ ス チ ッ

ク 製 の 容 器包 装 で あ

って上記以外のもの 

発泡スチロール製の 

容器包装 
発泡トレイ・発泡スチロール 

ペットボトル及び発泡スチ

ロール製容器包装以外のプ

ラスチック製容器包装 

プラスチック 

プ ラ ス チ ック 資 源 循

環 法 に 基 づき 分 別 収

集するもの 

製品プラスチック プラスチック 
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８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及

び法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量及び製品プラスチック

の量の見込み(法第８条第２項第４号) 

  本計画において、各年度の分別収集対象品目の回収量の見込みは、表３の

とおりである。 

（表３） 

人 人 人 人 人

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

0ｔ 1,554 ｔ 0 ｔ 1,561 ｔ 0 ｔ 1,571 ｔ 0 ｔ 1,578 ｔ 0 ｔ 1,588 ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

0ｔ 828 ｔ 0 ｔ 832 ｔ 0 ｔ 837 ｔ 0 ｔ 841 ｔ 0 ｔ 846 ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

1,493 ｔ 0 ｔ 1,500 ｔ 0 ｔ 1,509 ｔ 0 ｔ 1,516 ｔ 0 ｔ 1,525 ｔ 0 ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

2,453 ｔ 0 ｔ 2,466 ｔ 0 ｔ 2,480 ｔ 0 ｔ 2,492 ｔ 0 ｔ 2,507 ｔ 0 ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

2,453 ｔ 229 ｔ 2,465 ｔ 230 ｔ 2,480 ｔ 232 ｔ 2,492 ｔ 233 ｔ 2,506 ｔ 234 ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

201 ｔ 0 ｔ 202 ｔ 0 ｔ 203 ｔ 0 ｔ 204 ｔ 0 ｔ 205 ｔ 0 ｔ

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（うち白色
トレイ）

(合計) (合計) (合計) (合計) (合計)

2,711 2,725 2,741

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）

（引渡量）
（独自処
理量）

主としてプラスチック
製の容器包装であって
上記以外のもの

(合計) (合計) (合計) (合計) (合計)

2,682 2,696

2,492 2,507

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

主としてポリエチレン
テレフタレート
（PET）製の容器で
あって飲料、しょうゆ
等を充てんするための
もの

(合計) (合計) (合計) (合計) (合計)

2,453 2,466 2,480

主として段ボール製の
容器 7,213 7,249 7,292 7,327 7,370

（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

主として紙製の容器で
あって飲料を充てんす
るためのもの（原材料
としてアルミニウムが
利用されているものを
除く。）

8 8 8 8 8

1,509 1,516 1,525

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）

（引渡量）
（独自処
理量）

その他のガラス製容器

(合計) (合計) (合計) (合計) (合計)

1,493 1,500

841 846

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（独自処
理量）

茶色のガラス製容器

(合計) (合計) (合計) (合計) (合計)

828 832 837

（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
無色のガラス製容器

(合計) (合計) (合計) (合計) (合計)

1,554 1,561 1,571 1,578

主としてアルミ製の容
器 982 987 993 998 1,004

主としてスチール製の
容器 446 448 451 453 456

人口 547,644 550,352 553,602 556,310 559,561

204

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

1,588

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）

（引渡量）

製品プラスチック（プ
ラスチック資源循環法
に基づく分別対象物）

(合計) (合計) (合計) (合計) (合計)

201 202 203

（独自処
理量）

205

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

（引渡量）
（独自処
理量）

 

※端数処理の関係で合計値が一致しない場合あり。 
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９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及

び法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量及び製品プラスチック

の量の見込みの算定方法 

 〈算定方法〉 

 特定分別基準適合物等の量及び法第２条第６項に規定する主務省令で定める

物の量の見込み 

＝令和６年度の資源回収（引渡）量に基づく一人当たり平均回収量×各年度

の推計人口 

また、各年度の推計人口は、江東区長期計画（後期）（令和７年３月策定）

の数値をもとに推計した。 

 

10 分別収集を実施する者に関する基本的な事項(法第８条第２項第５号) 

  容器包装廃棄物ごとの分別収集の実施者は表４のとおりである。 

(表４) 

容器包装廃棄物 

・製品プラスチックの種類 

収集に係る 

分別の区分 
収集・運搬段階 

選別・保管等 

段階 

金
属 

ス チ ー ル 製 容 器 

缶 
・区（回収は委託業者） 

・区民団体による集団回収 

民間業者 

（委託） アルミ製容器 

ガ
ラ
ス 

無色のガラス製容器 

びん 
・区（回収は委託業者） 

・区民団体による集団回収  

民間業者 

（委託） 
茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 

紙
類 

飲料用紙容器 紙パック 区民団体による集団回収 

民間業者 
段ボール 段ボール 

・区（回収は委託業者） 

・区民団体による集団回収  
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プ
ラ
ス
チ
䣹
ク 

ペットボトル ペットボトル 区（回収は委託業者） 
民間業者 

（委託） 

発泡スチロール製

の容器包装 

発泡トレイ 

・発泡スチロール 
区（回収は委託業者） 

民間業者 

（委託） 

ペットボトル及び発

泡スチロール製容器

包 装 以 外 の プ ラ ス 

チック製容器包装 
プラスチック 区（回収は委託業者） 

民間業者 

（委託） 

製品プラスチック 

 

11 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項(法第８条第２項第６号) 

缶・びん・ペットボトル・プラスチック製容器包装・製品プラスチックに

ついては、民間委託事業者で選別、圧縮、保管を行う。 

  発泡トレイ・発泡スチロールについては、ＮＰＯ法人との連携により、エ

コミラ江東において、ペレット等への資源化事業を行う。 

 

12 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関する重要な事項 

毎年度、分別収集計画記載事項の実績を確認、記録し、３年後の計画改定

時には、その記録をもとに事後評価を行うこととする。 


